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  要 請 書   

伊方原発３号機差止決定：玄海原発も阿蘇巨大噴火で立地不適 

神戸製鋼所データ不正事件の全貌は未解明 

再稼働同意撤回と、県独自の専門委員会の常設と検証を求めます 
 

佐賀県知事 山口祥義 様 

 

「原発をもう動かしてほしくない」という住民の不安を無視して玄海原発 3・4号機の再稼働が強行されようとし

ています。しかし、神戸製鋼所データ不正事件により起動予定が 2か月延期となりました。 

問題はそれだけにとどまらず山積しており、さらに次々と噴出しています。4月 24日の知事の再稼働同意の

撤回を求めます。 

 

（１）伊方原発３号機運転差止決定：玄海原発も阿蘇巨大噴火で立地不適 

12月 13日、広島高等裁判所は仮処分抗告審において伊方原発３号機の運転差止めを認める画期的かつ

当然な判断を下しました。 

新規制基準で火山の審査に用いられる火山影響評価ガイド（火山ガイド）は、立地評価において、原発の運

用期間中に火砕流が到達する可能性が十分に小さいことを示すように電力会社に要求しています。評価対象

は、国内最大規模の阿蘇カルデラ破局的噴火において火砕流が到達した距離が 160キロであると考えられて

いることを根拠に、原発から「半径 160キロ」の範囲とされました。 

広島高裁は火山ガイドを厳格に適用し、阿蘇カルデラから 130キロの距離にある伊方原発では破局的噴火

により火砕流が到達する可能性があり、その可能性は十分小さいと評価することはできないとして、伊方原発

の立地は不適であると断じたのです。問題なしとした原子力規制委員会の判断を「不合理」だと認定しました。 

 

阿蘇カルデラから同じく 130キロにある玄海原発は、そのまま同じ理由で立地不適となります。 

玄海原発３０キロ圏内にも 9万年前の阿蘇巨大噴火による火砕流が到達し、層厚１０メートル以上の火砕流

堆積物が確認されています。九州電力は審査会合（２０１６年９月１６日）において、原子力規制委員会からの

指摘を受けてこの事実を明らかにしました。しかし、九電は阿蘇カルデラの火砕流について「敷地到達可能性

は認められない」として、考慮の対象からはずしたのです。そして、規制委は「（火砕流は）もっと先まで流れて

いったに違いない」（石渡委員）と指摘しておきながら、九電の判断を追認しました。 

川内原発も姶良カルデラ（桜島）など３つものカルデラの破局的噴火による火砕流の到達範囲にあります。 

いずれも、「原発の運用期間中に破局的噴火が発生し、火砕流が到達する可能性が十分に小さいこと」が、

九州電力により立証されておらず、「立地不適」なのです。 

 

 九電の瓜生社長は伊方決定を受け、破局的噴火の際の使用済み核燃料の搬出について、「兆候から噴火ま

での時間は今日、明日という短さではないので十分対応できる」と述べましたが（12月 15日記者会見）、多くの

火山学者が「破局的噴火の前兆現象など誰もわからない」「“少なくとも数十年以上前に兆候を検知できる”と

いう九電の主張は荒唐無稽であり、学問への冒涜」（岩波『科学』2015年 6月号「火山学者緊急アンケート」）な

どと指摘しているように、事前に対処するのは現状の科学では不可能なのです。 

また、広島高裁決定は、たとえ火砕流が敷地に到達しない、より規模の小さな噴火であっても、火山灰評価

における火山灰の濃度・層厚は過小評価になると指摘しています。濃度が3.8グラム／立方メートルと想定され
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ている玄海原発についても、3.3グラム／立方メートルと想定されている川内原発についても火山審査のやり

直しが必要です。 

こうしたことから、玄海原発と川内原発は立地不適であり、稼動ならびに再稼働準備をただちに中止すべき

です。 

 

（２）神戸製鋼所データ不正事件：すべての部材について徹底調査を 

今年 10月、神戸製鋼所とその子会社がアルミや鉄鋼製品の品質管理データなどを改ざんしていたことが発

覚しました。 

原発及び原子力関連施設でも、東京電力福島第二原発や日本原燃のウラン濃縮工場に納入された金属製

部品に不正品が見つかりました。神戸製鋼所及び関連グループ企業の製品は、原子炉容器や配管、燃料被

覆管、燃料輸送、貯蔵施設に至るまで原子力産業で広く使用されていますが、強度不足などの欠陥があれば、

放射能の大量放出を含むような過酷事故にも繋がりかねないことを深刻に受け止め、改善策に全力を注ぐの

が企業として最大の仕事です。 

12月 4日、九州電力は玄海原発 3・4号機において、原子炉格納容器の鉄筋や溶接継手、燃料被覆材、溶

接材料等に神戸製鋼等で製造された部材が確認されたと発表しました。その中で「不適切行為のあった製品

ではないことを検査記録より確認」、「検査プロセスにおいて自動化が図られたり、複数人による確認が実施さ

れていて、検査データへの人的関与による改ざんは確認されなかった」として、「品質に問題がないと判断する」

としています。しかし、神戸製鋼所自身が「組織ぐるみ」で不正を行った（10月8日、梅原副社長記者会見）と認

めている中で、検査の「自動化」や「複数人による確認」がなされたことなどでは不正がなかったと判断できる根

拠になりません。 

さらに、神戸製鋼所の「自主点検」はこの 1年間に製造された製品についてだけです。品質データも 3年し

か保存されていません。40年以上前から改ざんが行われてきた中で、これでは改ざんの全貌が明らかになる

わけがありません。10万年単位での安全管理が厳格に求められる原発において、企業倫理が欠如していると

しか言えません。 

また、一部の弁や配管、神戸製鋼所がアレバ社と共同で設計・製造した使用済核燃料およびMOX燃料の

輸送容器等についても、まだ明らかになっていません。 

12月 20日には神戸製鋼所に続き三菱マテリアルの子会社でも、高浜原発、大飯原発における検査データ

の改ざんが発覚しました。 

事業者を厳しくチェックせず、このような状況を許してきた原子力規制委員会に、国民を守るための機関とし

ての資格はありません。 

 

県民の命と安全・安心を守る義務のある知事に対して、以下、要請します。速やかな回答を求めます。 

 

【 回答を求める要請事項 】 

（１）問題山積の玄海原発 3・4号機の再稼働を止めるよう、九州電力と国に求めること 

①伊方原発３号機運転差止決定を重く受け止め、同様に立地不適となる玄海原発の再稼働を止めるように九

州電力と国に求めること。 

②神戸製鋼所から玄海原発に納入された部品・材料等について、この１年間だけでなく、原子炉建設当初から

の徹底した調査を、時間で区切ることなく行い、品質管理データや検査結果の数値をすべて公表させるよう、

九州電力と国に求めること。三菱マテリアルや、他のデータ不正が明らかになった企業の製品についても、同

様の調査をさせること。 
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（２）佐賀県独自の原発に関する専門家委員会を常設すること 

①上記で述べたような火山影響や品質データ不正などの問題について、県原子力安全専門部会を早急に招

集し、検証し、県民に明らかにすること。 

②原発事故の被害は佐賀県民にとどまりません。九州をはじめ全国に及びます。住民の不安を取り除くことが

知事の第一の務めです。原子炉の安全性、地震・津波、火山、避難計画、健康影響など山積する課題につい

ても、原子力に慎重な立場の方を含めた専門家による専門委員会を常設し、住民の命と暮らしを守る立場から

検証すること。 

 

 

２０１７年１２月２６日 

 

 

＜提出団体＞ あしたの命を考える会 ／ 生命(いのち)を考える福島と鹿児島の会 ／ 今を生きる会 ／ 

大村きんもくせいの会 ／ 風ふくおかの会 ／ 玄海原発反対からつ事務所 ／ 玄海原発プルサーマルと

全基をみんなで止める裁判の会 ／ 原発いらない！おおむら市民の会 ／ 原発知っちょる会 ／ 原発な

しで暮らしたい・長崎の会 ／ 原発を考える鳥栖の会 ／ 原発なくす蔵☆全国原発関連情報☆ ／ 子ども

を守りたい母の会 ／ 佐賀県平和運動センター ／ さよなら玄海原発の会・久留米 ／ 戦争と原発のない

社会をめざす福岡市民の会 ／ 全九電同友会（長崎） ／ 脱原発！電力労働者九州連絡会議 ／ たん

ぽぽとりで ／ 怒髪天を衝く会 ／ 博多湾会議 ／ 東区から玄海原発の廃炉を考える会 ／ 被ばく医療

を考える会かごしま ／ 福岡で福島を考える会 ／ プルサーマルと佐賀県の１００年を考える会 ／ 放射

能市民測定室・九州 ／ ボノワ itoshima                                    （２７団体） 

＜賛同団体＞「原発なくそう！九州玄海訴訟」原告団・弁護団  ／ さよなら原発！佐賀連絡会 ／ 佐賀県

原発問題対策協議会                                                （3団体） 

 

（連絡先団体）玄海原発プルサーマルと全基をみんなで止める裁判の会 

TEL：090-3949-2103（永野） 


